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１ 業務継続計画とは  

 

①   業務継続計画とは、災害時に行政自らも被災し、人、物、情報等利用できる資

源に制約がある状況下において、優先的に実施すべき業務（非常時優先業務）を

特定するとともに、業務の執行体制や対応手順、継続に必要な資源の確保等を  

あらかじめ定める計画である。  

 

②  本町には、防災対策を定めた計画として地域防災計画があり、これを補完して  

具体的な体制や手順等を定めたものとして各種の災害対応マニュアル等がある

が、北竜町業務継続計画は、国の示す「特に重要な６要素」について現状を検証

し、今後の検討課題を明らかにすることにより、資源制約の伴う条件下において

も非常時優先業務の実施を確保するものである。  

  

※  非常時優先業務とは（BCP＝Business Continuity Plan）  

大規模な災害時にあっても優先して実施すべき業務のこと。具体的には、災

害応急対策業務や早期実施の優先度が高い災害復旧・復興業務等（これらを「応

急業務」と総称）の他、業務継続の優先度の高い通常業務が対象となる。  

  災害発生後しばらくの期間は、業務の実施に必要な資源を非常時優先業務に

優先的に割り当てるために、非常時優先業務以外の通常業務は積極的に休止す

るか、又は非常時優先業務の実施の支障とならない範囲で業務を継続する。  

  なお、非常時優先業務の選定及び各部署における業務一覧表は、別表に記載

する。  

   

図１  非常時優先業務のイメージ  

 

 

出典：内閣府（防災担当）「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続手引き」 
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２ 業務継続計画策定の効果  

   

  災害発生時には、業務量が急激に増加し、極めて膨大なものとなるが、業務継続

計画を策定（持続的改善を含む）することにより、非常時優先業務を適切かつ迅速

に実施することが可能となる。  

 

  具体的には、地域防災計画や災害時職員初動マニュアルでは必ずしも明らかでな

かった「行政（役場庁舎）も被災する深刻な事態」も考慮した非常時優先業務の    

執行体制や対応手順が明確となり、非常時優先業務の執行に必要な資源の確保が図

られることで、災害発生直後の混乱で役場が機能不全になることを避け、早期に   

より多くの業務を実施できるようになる。  

  また、自らも被災者である職員の睡眠や休憩、帰宅など安全衛生面の配慮の向上

も期待できる。  

 

 

 図２  発災時に町が実施する業務の推移  

 

 

 

 

 ※ 時間の経過とともに応急業務は縮小していくが、図２に記載されている以外の

復旧・復興業務が徐々に増加していくことに留意する。  
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３ 基本方針  

 

（１）町民の生命・安全を守り、非常時優先業務を確実に実施する。  

 

 （２）非常時優先業務に必要な人的・物的資源を確保する。  

 

 （３）継続的に計画の見直しを行い、対応力の向上を図る。  

 

４ 地域防災計画と業務継続計画との違い  

 

 地域防災計画  業務継続計画  

作成主体等  ・地方防災会議が作成し、都道府

県、市町村、防災関係機関等が実

施する計画である。  

・都道府県又は市町村が作成し、自

らが実施する計画である。  

計画の趣旨  ・災害対策基本法に基づき、発災

時又は事前に実施すべき災害対

策に係る実施事項や役割分担等

を規定するための計画である。  

・発災時の限られた必要資源をもと

に 、 非 常 時 優 先 業 務 を 目 標 と す る  

時間・時期までに実施できるように

する（実効性の確保）ための計画で

ある。  

行政の被災  ・行政の被災は必ずしも想定する

必要はないが、業務継続計画の策

定などによる業務継続性の確保

等については計画に定める必要

がある。  

・行政の被災を想定（庁舎、職員、

電力、情報システム、通信等の必要

資源の被災を評価）し、利用できる

必 要 資 源 を 前 提 に 計 画 を 策 定 す る

必要がある。  

対象業務  ・災害対策に係る業務（災害予防、

災害応急対策、災害復旧・復興）

を対象とする。  

・非常時優先業務を対象とする（災

害応急対策、災害復旧・復興業務だ

けでなく、優先度の高い通常業務も

含まれる。）  

業務開始目標  

時間  

・業務開始目標時間は必ずしも定

める必要はない（一部の地方自治

体では、目標時間を記載している

場合もある。）  

・ 非 常 時 優 先 業 務 ご と に 業 務 開 始  

目標時間を定める必要がある（必要

資源を確保し、目標とする時間まで

に、非常時優先業務を開始、再開す

る。）  

業務に従事する  

職員の水・食料  

の確保  

・業務に従事する職員の飲料水、

食料等の確保に係る記載は、必要

事項ではない。  

・業務に従事する職員の飲料水、食

料等の確保について検討のうえ、記

載する必要がある。  

 

参考：内閣府（防災担当）「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続手引き」 
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５ 業務継続計画の発動・解除  

   

  業務継続計画に基づき、大規模な地震発生時の非常時優先業務を実施する発動    

基準を次のように定める。  

 

（１）発動基準  

   本計画は町内で震度５強以上の地震が発生したとき及び本町に対して気象庁  

より大雨特別警報が発表された場合に発動する。  

  ただし、上記以外においても町内において大規模な被害が発生したとき、又は

発生する恐れがあるときに北竜町災害対策本部（以下、「災対本部」という。）

を設置した場合で災対本部長（町長）、又は代理者が必要と認めた場合は発動   

する。  

 

（２）発動権限者  

   災対本部長とし、災対本部長の判断を仰ぐことができない場合は、次の順に  

  よりその権限を委任したものする。  

  

 《非常時優先業務を実施する発動権限者》  

第１順位  第２順位  第３順位  

副町長  教育長  総務課長  

 

（３）事務局  

   総務課防災担当（以下、「防災担当」という。）が事務局となり発動手続きに

関する事務を処理する。  

 

（４）発動の流れ  

   ①  災対本部本部員会議において、副本部長（副町長・教育長）及び本部員（各

対策部長）は、町内及び役場庁舎機能の被害状況等を本部長に報告する。  

   ②  本部長は、副本部長及び本部員からの報告に基づき、業務継続計画の発動

の要否について決定する。  

   ③  発動が決定された場合防災担当は、直ちにその旨を防災関係機関等に通知

する。  

   ④  非常時優先業務は、災害の規模や被害の状況、本部会議で決定された対処

方針に応じて、本計画に基づき実施することとし、各対策部で対応体制をと

りまとめ、防災担当に報告する。  

   ⑤  防災担当は、業務の実施状況を常に把握し、必要に応じて関係する機関等

へ情報を伝達する。  

 

（５）解除基準  

   災対本部長は、本町における全ての優先度の高い通常業務の再開をもって、業  

  務継続計画の解除を宣言する。  

   ただし、本部員は解除の宣言前であっても災害応急対策業務の進歩状況に応じ  

て休止した通常業務を順次再開させるものとする。  
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６ 想定する災害  

   

  本計画においては、主に地震を想定しているが、その他の災害においても必要に

応じて本計画を準用するものとする。  

 

（１）想定する地震  

  本計画で想定する地震は、非常時優先業務の整理や必要資源に関する分析と検討

を行うためには、本町の業務が外部条件によって受ける制約（ライフラインの支障

等）などを把握することも重要となるため、各地域や公共施設等の被害状況を想定

するため対象を主に地震を選定するが、その他の災害においても必要に応じて本計

画を準用するものとする。  

 

      

源   震  
(1) 増毛山地東縁断層帯  

(2) 沼田―砂川付近の断層帯  

震   度  震度６強以上  

季   節   冬期間を選定  

      

 

（２）被害想定  

  平成 30 年 2 月北海道が作成（公表）した地震被害想定調結果報告書から地震動に

よる被害が大きな断層帯２ヶ所を選定し、次のとおり資料とした。  

 

Ⅰ  増毛山地東縁断層帯  

項    目  冬の早朝  夏季の昼間  冬季の夕方  

家屋被害  
全  壊  ４９５棟  ２１９棟  ４９５棟  

半  壊  ５２７棟  ３７９棟  ５２７棟  

出火件数／消失棟数  ２件／１棟未満  １件未満／１棟未満  １５件／８棟  

人的被害  

死  者  ７人  1 人  ５人  

重傷者  ２人  １人  １人  

軽傷者  ３０人  ２２人  ２１人  

避難者数  
避難所  ６３１人  ４６０人  ６３３人  

避難所外  ３４０人  ２４８人  ３４１人  

ラ

イ

フ

ラ

イ

ン

被

害  

簡  易   

水  道  

被害箇所  １７７ヶ所  １７７ヶ所  １７７ヶ所  

断水人口

（直後）  
２，０２１人  ２，０２１人  ２，０２１人  

断水人口

(１日後 )  
１，８８６人  １，８８６人  １，８８６人  

断水人口

(２日後 )  
１，８８２人  １，８８２人  １，８８２人  

下水道  
被害延長  ３．３Km ３．３Km ３．３Km 

機能支障  ３７４人  ３７４人  ３７４人  
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Ⅱ  沼田―砂川付近の断層帯  

項    目  冬の早朝  夏季の昼間  冬季の夕方  

家屋被害  
全  壊  ４２１棟  １９８棟  ４２１棟  

半  壊  ４３２棟  ３０９棟  ４３２棟  

出火件数／消失棟数  １件／１棟未満  １件未満／１棟未満  １３件／７棟  

人的被害  

死  者  ８人  ２人  ６人  

重傷者  ２人  １人  １人  

軽傷者  ２７人  ２１人  ２０人  

避難者数  
避難所  ６０１人  ４５０人  ６０３人  

避難所外  ３２４人  ２４２人  ３２５人  

ラ

イ

フ

ラ

イ

ン

被

害  

簡  易   

水  道  

被害箇所  １３８ヶ所  １３８ヶ所  １３８ヶ所  

断水人口

（直後）  
２，００９人  ２，００９人  ２，００９人  

断水人口

(１日後 )  
１，８４５人  １，８４５人  １，８４５人  

断水人口

(２日後 )  
１，８４０人  １，８４０人  １，８４０人  

下水道  
被害延長  ３．２Km ３．２Km ３．２Km 

機能支障  ３７２人  ３７２人  ３７２人  

 

 

 

※増毛山地東縁断層帯及び沼田―砂川付近断層帯  
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７  業務継続計画の特に重要な６要素  

 

 業務継続計画の中核となり、その策定にあたって定めるべき特に重要な要素として

次の６要素がある。  

 

１）町長不在時の代行順

及び職員の参集体制  

町長が不在の場合の職務の代行順位を定める。また、災

害時の職員の参集体制を定める。  

・ 緊急時に重要な意思決定に支障を生じさせないことが

不可欠。  

・ 非常時優先業務の遂行に必要な人数の職員が参集する

ことが必要。  

２）本庁舎が使用できな

くなった場合の代替庁

舎の特定  

 本庁舎が使用できなくなった場合の執務場所となる代

替庁舎を定める。  

・ 地震による建物の損壊以外の理由で庁舎が使用できな

くなる場合もある。  

３）電気・水・食料等の

確保  

 停電に備え、非常用発電機とその燃料を確保する。  

 また、業務を遂行する職員等のための水・食料等を確保

する。  

・  災害対応に必要な設備、機械等への電力供給が必要。  

・   孤立により外部からの水・食料等の調達が不可能とな

る場合もある。  

４）災害時にもつながり

やすい多様な通信手段

の確保  

 断線・輻輳等により固定電話・携帯電話等が使用不能な

場合でも使用可能となる通信手段を確保する。  

・  災害対応に当たり、情報の収集・発信、連絡調整が   

必要。  

５）重要な行政データの

バックアップ  

 業 務 の 遂 行 に 必 要 と な る 重 要 な 行 政 デ ー タ の バ ッ ク  

アップを確保する。  

・  災害時の被災者支援や住民対応にも、行政データが不

可欠。  

６ ） 非 常 時 優 先 業 務 の  

整理  

 非常時に優先して実施すべき業務を整理する。  

・ 各部門で実施すべき時系列の災害対応業務を明らかに

する。  
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１）町長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制  

 

《現時点の状況》  

 ①町長の職務代行の順位  

第１順位  第２順位  第３順位  

副町長  教育長  総務課長 (防災 )  

北竜町地域防災計画に記載済み  北竜町地域防災計画に反映  

 

 ②参集体制 (地域防災計画 )  

体制  配備基準  配備要因・活動内容  

 

警戒準備配備  

(1 ) 気象 予報 警報 (大 雨 ・洪 水・ 大雪 等 )

の発表が予想されるとき。  

①  総務課 (庶務係 )  

②  気象等に関する情報収集及び

連絡活動  

 

 

 

第１非常配備  

(1) 気象、地象及び水象に関する情報又

は警報が発表され、災害の発生が予想

されるとき。  

(2) 町内に震度 4 の地震が発生したとき。 

(3 ) その 他町 長 (本 部 長 )が必 要と 認めた

とき。  

①  各課長・総務課 (庶務係 )・町

長が指名する職員  

②  災害情報の収集・伝達  

③  災害又は二次災害の注意、警

戒及び現地確認  

④  住民への周知  

⑤  応急措置 (避難勧告等の発令、

避難所の開設等 )  

 

 

 

第２非常配備  

(1) 局地的な災害の発生が予想される場

合又は災害が発生したとき。  

(2) 町内で震度５弱の地震が発生したと

き。  

(3 ) 必要 によ り本 部 長 (町長 )が当 該非常

配備を指令したとき。  

①  各課長・総務課 (庶務係 )・各

係長・町長、各課長が指名する

職員  

②  災害情報の収集・伝達  

③  本部設置準備又は設置  

④  局地的な応急対策活動  

⑤  関係機関との連携  

 

 

 

 

第３非常配備  

(1) 特別警報が発表され、重大な災害の

危険性が著しく高まっているとき。  

(2) 広域にわたる災害の発生が予想され

る場合又は被害が特に甚大であると予

想される場合において本部長 (町長 )が

当該非常配備を指令したとき。  

(3) 町内で震度 5 強以上の地震が発生し

たとき。  

(4) その他本部長が必要と認めたとき。  

①  全職員  

②  災害業務全般の実施  

 

《今後の検討事項》  

○  町長の職務代行順位の範囲  

○  災害対策本部員の職務代行順位の範囲  

○  町長の職務代行者３名の出張等が重なる場合は、その都度代行者を指名するなど  

の代行順位の運用方法等を検討する。  
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２）本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定  

 

《現時点の状況》  

北竜町地域防災計画では「役場庁舎に置くものとする。」となっているが役場庁舎

が被災し、使用できなくなった場合の代替施設は次のとおりとする。  

 

 

施設名  

 

建築年  

災  害  種  別   

非常用発電機  地   

震  

洪      

水   

土  砂   

災  害  

すこやかセンター   H12.2 
耐 震 性   

有   

浸水想定

区域外  

土砂災害 警

戒区域外  
無  

深 川地区消防組合

深川消防署  

北竜支署  

S53.11 

耐震改修

H27.11 

耐震性   

有  

浸水想定

区域外  

土砂災害 警

戒区域外  

 

有  

 

《今後の検討事項》  

○ 災害対策本部が機能するための非常用発電機等の整備（すこやかセンター）  

○  今後において大災害を想定した代替施設の検討が必要  

 

３）電気・水・食料等の確保  

 

《現時点の状況》  

 

(1) 電気（非常用発電機）  

 ・役場庁舎においては、現状非常用発電機は設置されておらず、可搬式非常用発電

機により電気機器へ接続（照明・PC・テレビ・FAX 等）必要最小限の電力を賄って

いるが、非常時優先業務遂行には十分な状況とはなっていない。  

  現状非常用発電機５台に対し、燃料は発電機各１台 20L タンクで備蓄している。 

 

(2) 水・食料等の備蓄  

 ・「北竜町防災備蓄計画」の町民備蓄と同様とし、職員１日分（３食）を備蓄する。 

 

 

《今後の検討事項》  

○  業務継続に必要な電力量等の検証を図り、非常用自家発電機の計画的な設置と  

可搬式発電機の計画的備蓄が必要と考える。  
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４）災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保  

 

《現時点の状況》  

 

(1) 北竜町防災行政無線「ぼうさいほくりゅう」  陸上移動局  １４局  

 

(2) 北海道総合行政ネットワーク  １台  

 

(3) 北竜町  災害時有線電話（NTT 回線）１台  

 

(4) その他  緊急時連絡リスト（職員）  

 

 

《今後の検討事項》  

○  通信範囲が広範囲であるため、免許登録が不要な IP 無線など現状以外での導入

を検討する。  

○  多様な通信機器の発達により、 SNS なども通信手段となり得るため今後におい

ても町民等への情報伝達手段としての活用を検討する。  

 

５）重要な行政データのバックアップ  

 

《現時点の状況》  

 

(1)  バックアップ体制確保  済み  

 

※対象となる主なデータ  

・住民基本台帳・国民年金・国民健康保険・介護保険・固定資産税・町民税など  

 

(2)  その他各システム  

 

※対象となる主なデータ  

・戸籍・財務会計・人事給与・庁舎内 LAN（ファイルサーバー・GW）等  

 

 

《今後の検討事項》  

○  バックアップデータについては、業務システム・メール・ファイルサーバー等で

行っているが、今後はさらに検討が必要。  

○ 発災後、外部データセンターを利用しているシステム（総合行政システムや戸籍  

システム等）については、回線・ネットワーク機器・パソコンが正常に動作すれ

ば使用可能であるが、その際の電源確保は現状可搬式発電機での電気供給となる

ため検討が必要。  
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６）非常時優先業務の整理  

 

《現時点の状況》  

 

(1) 対象期間  

 ・非常時優先業務の選定対象となる期間は、発災後の資源が著しく不足し混乱する

時間及び業務実施環境が概ね整い通常業務への移行が確立されると考えられる  

までの期間とされている。  

  本町においては、非常時優先業務の対象期間を「発災２週間以内」とする。  

 

(2) 対象業務の範囲  

 ・災害応急対策業務・・・・・・・・・・・地域防災計画及び災害時職員初動マニ

ュアルに掲げる対策本部各班の所掌

事務とする。  

 

 ・業務継続の優先度が高い通常業務・・・・北竜町役場処務規程に規定されている  

分掌事務を基本とし、各部署において  

選定する。  

 

 

《今後の検討事項》  

 〇災害応急対策業務の業務内容の見直し  

 〇業務継続の優先度が高い通常業務の業務内容の見直し  
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８ 非常時優先業務  

 

 １）非常時優先業務の考え方  

   

災害発生時緊急性の高い災害対応業務が大量に加わり、通常時以上の業務処理  

能力が求められることになる。  

  一方、職員や業務に必要な物資、資源に不足が生じ、業務の処理能力が低下する

恐れがある。このような状況下で業務継続を図るためには、発災後のいつ頃の時期

までにどの業務を開始・再開する必要があるのかを検討し、優先的に実施すべき   

業務を時系列で絞り込むことが必要となる。本計画では、優先して実施すべき業務

を非常時優先業務として整理する。  

  非常時優先業務は、以下に示すように災害対応業務と優先的通常業務に分けられ

る。  

 

 ①災害対応業務・・・災害発生時に、応急及び復旧・復興のために実施する業務。  

         「災害対策本部の設置・運営」「避難所運営」「救済物資搬送」  

         「罹災証明発行」などで災害時のみ発生する業務  

 

 ②優先的通常業務・・日常的に実施している通常業務のうち、発災後であっても  

一定期間内に優先的に実施・再開すべき業務。  

「通常ゴミの処理」「各種戸籍届出等の審査受理」など通常  

業務のうち災害時も継続または早期再開すべき業務  

 

 

                   災害復旧・復興業務  

        非常時優先業務          

                   優先度が高いもの  

 

 

        ①災害対応業務  

 

                    災害応急業務  

 

 

 

        ②優先的通常業務    優先度が高いもの  

                    通  常  業  務  

           ※非常時優先業務のイメージ図  
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 ２）非常時優先業務の選定  

 

 １  選定方針  

  次の方針に基づき非常時優先業務を選定する。  

 

 Ⅰ．町民の生命、身体、財産の保護を最優先し、被害を最小限に食いとどめる。  

 Ⅱ．施設の維持や町民生活に著しい影響を与える通常業務以外は一端休止する。  

 Ⅲ．休止、縮小する業務は町民生活の維持等に係る重要性により判断する。  

 Ⅳ．行事、会議等は、原則として中止又は延期し、公共施設は避難所等の災害対応

業務として使用する場合を除き一般利用を休止する。  

 

 ２  対象期間  

  非常時優先業務の対象期間は、災害発生後著しく業務処理能力が低下し混乱が  

生じる期間及び通常業務の実施体制が確立されると考えられるまでの期間とされ

ている。  

   本計画においては、非常時優先業務の対象期間を発災から２週間までとする。  

   次に示すように対象期間を４つに分類し、非常時優先業務ごとに業務開始目標

時間を設定する。  

 

 

  

業務開始   

 目標時間   
選  定  基  準  主な該当業務区分  

 

発災～３時間  

 発災後直ちに業務に着手しないと

町民の生命・生活及び財産又は社会経

済活動維持に重大な影響を及ぼすた

め、優先的に対策を講ずるべき業務  

＊初動体制の確立  

＊被災状況の把握  

＊救助、救急の開始  

＊避難所の開設  

 

 

３時間～１日  

 遅くとも発災後 1 日以内に業務に

着手しないと町民の生命及び財産又

は、社会経済活動維持に重大な影響を

及ぼすため、優先的に対策を講ずるべ

き業務  

 

＊応急活動の開始  

＊避難生活支援の開始  

＊重大な行事の調整  

１日～３日   遅くとも発災後３日以内に業務に

着手しないと町民の生命及び財産又

は、社会経済活動維持に重大な影響を

及ぼすため、優先的に対策を講ずるべ

き業務  

 

＊被災者への支援の開始  

＊他の業務の前提となる

行政機能の回復  

３日～２週間   遅くとも発災後２週間以内に業務

に着手しないと町民の生命及び財産

又は、社会経済活動維持に重大な影響

を及ぼすため、優先的に対策を講ずる

べき業務  

 

＊復旧・復興に係る業務

の本格化  

＊窓口行政機能の回復  

 

 



 

14 

 

９ 業務継続計画の継続的な改善  

  

 １）計画の継続的改善  

   

    本計画が適切な運用を図るためには、組織機構の改正、業務内容の変更、施設

設備の変更等があった場合に必要な改定を行うほか、訓練等の実施や検証を通じ

て新たな課題の洗い出し、さらに非常時優先業務の見直しなど課題の解消に向け、

必要な改善を加えるとともに、内容の充実化を図り継続的に災害対応力の向上を

目指すものとする。  

 

 

 

                    

                 PLAN（計画）  

 

                  計画の策定  

                   

 

  

      Act（改善）         計画の          Do（実行）  

    計画改正・見直し      実効性を高める       訓練等の実施  

        

                            

 

                                  CHECK（評価）  

                     

                  点検・検証  

 

        

        ※本計画の継続的改善（ PDCA サイクル）のイメージ  



別表１　非常時優先業務【災害対応業務】の選定一覧

3時間以内 24時間以内 3日以内 2週間以内

①災害対策本部の設置及び廃止に関すること。 〇

②災害対策本部の運営に関すること。 〇

③職員の非常招集及び配備に関すること。 〇

④防災関係機関・支援活動団体との連絡調整に関すること。 〇

総務課 ⑤災害情報の収集及び伝達に関すること。 〇

庶務係 ⑥気象予警報の収集及び伝達に関すること。 〇

⑦他各部班との連絡調整に関すること。 〇

⑧自衛隊、広域応援の派遣要請に関すること。 〇

⑨被害状況及び対応状況等の情報集約に関すること。 〇

⑩町民への避難情報の発令及び情報の発信に関すること。 〇

①災害時の車両の確保及び配車に関すること。 〇

総務課 ②職員の寝具、食料及び被服等の調達・配布に関すること。 〇

財政係 ③町有財産の被害調査及び災害応急対策に関すること。 〇

税務係 ④災害予算編成及び資金調達に関すること。 〇

⑤救援物資及び義援金等の配分に関すること。 〇

①災害の記録に関すること。 〇

広報統計係 ②災害広報に関すること。 〇

企画係 ③報道機関との連絡調整に関すること。 〇

④情報通信施設等の被害調査及び応急対策調査にかんすること。 〇

構　成 非　常　時　優　先　業　務
業 務 開 始 目 標 時 期

財
政
資
材
班

情
報
広
報
班

総
務
班

総務対策部

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
１

部 班

情報対策部



3時間以内 24時間以内 3日以内 2週間以内

①遺体の収容処理及び埋葬に関すること。 〇

住民課 ②災害に関する相談、苦情等に関すること。 〇

町民生活係 ③死亡獣畜の処理に関すること。 〇

戸籍年金係 ④被災地における環境保全及び公害対策に関すること。 〇

⑤衛生関係施設の被害調査に関すること。 〇

⑥被災地における防疫活動に関すること。 〇

①応急救護所の開設及び管理に関すること。 〇

住民課 ②被災者の避難誘導の支援に関すること。 〇

民生政対策部 国保医療係 ③被災者に対する保健指導及び栄養指導に関すること。 〇

保健指導係 ④医師会との連絡調整に関すること。 〇

⑤救急薬品等の供給確保に関すること。 〇

住民課 ①避難所の開設と管理運営に関すること。 〇

福祉係 ②仮設トイレの設置に関すること。 〇

介護保険係 ③要配慮者の避難等の安全確保、諸対応に関すること。 〇

介護予防係 ④避難場所における救助物資の配分に関すること。 〇

業 務 開 始 目 標 時 期
構　成 非　常　時　優　先　業　務部 班

住
民
生
活
班

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
２

保
健
救
護
班

避
難
対
策
班

⑤被災者の炊き出しに関すること。 〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
２

避
難
対
策
班

①道路通行禁止及び制限に関すること。 〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
２

建設課
②道路、河川、橋梁、上下水道施設、公営住宅等の被害調査、応急
対策災害復旧及びに関すること。

〇
土
木
施
設
班

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
２

土木管理係 ③危険区域の警戒巡視に関すること。 〇

建築住宅係 ④応急対策に必要な作業用車両の確保調達等に関すること。 〇

上下水道係 ⑤北空知広域水道企業団との連絡調整に関すること。 〇

⑥障害物の除去に関すること。 〇

土
木
施
設
班

施設対策部

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
２



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

部 班 構　成 非　常　時　優　先　業　務
業 務 開 始 目 標 時 期

3時間以内 24時間以内 3日以内 2週間以内

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

部 班 構　成 非　常　時　優　先　業　務

①林道の通行禁止及び制限に関すること。 〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

産業課 ②農林業関係の被害調査、応急対策・災害復旧に関すること。 〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

商 工 ひ ま わ り
観光・林務係

③農業関係者機関との連絡調整に関すること。 〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

農
林
商
工
班

農業振興係 ④商工業関係の被害調査に関すること。 〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

経済対策部

農
林
商
工
班

農業担い手係 ⑤被災商工業者の救護対策に関すること。 〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

経済対策部

農
林
商
工
班

農地振興係 ⑥観光施設入館者の避難誘導に関すること。 〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

農
林
商
工
班

⑦被災地の家畜の防疫及び飼料の確保に関すること。 〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

⑧商工業関係者・機関との連絡調整に関すること。 〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

教育委員会 ①学校教育施設の被害調査及び応急対策に関すること。 〇

文教対策部
教
育
班

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３ 総務学校教育係 ②被災児童生徒等応急教育対策に関すること。 〇

文教対策部
教
育
班

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

社会教育係 ③学用品等の調達及び支給に関すること。 〇
文教対策部

教
育
班

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

社会体育係 ④学校教育施設及び社会教育・体育施設の災害復旧に関すること。 〇

文教対策部
教
育
班

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

議会事務局

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

支援部協力部
支
援
班

〇①災害現地の視察及び応援に関すること。
庶務係

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

支援部協力部
支
援
班

〇①災害現地の視察及び応援に関すること。

議事係

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

支援部協力部
支
援
班

〇②他班の支援に関すること。
出納係

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
紙
１
－
３

支援部協力部
支
援
班

〇②他班の支援に関すること。
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